
 

 

 

 

           

平成１９年１１月１３日 
   各     位 

会 社 名 株 式 会 社 名 村 造 船 所

代表者名 代表取締役社長  名 村  建 彦

（コード番号 ７０１４ 大証 第１部）

問合せ先 取締役兼常務執行役員経営業務本部長

 名 村  建 介 
（ＴＥＬ  ０６－６５４３－３５６１） 

 

業 績 予 想 の 修 正 に つ い て 
 

平成２０年３月期（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）の業績予想につきまして、平成１９年

５月１８日決算発表時の業績予想を下表のとおり修正いたします。 

 

１．連結業績予想の修正について 
平成１９年９月中間期（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 

（以降の記載金額は百万円未満は四捨五入して表示しております） 

 単  位 売   上   高 営 業 利  益 経  常  利  益 中 間 純 利 益

前 回 発 表（Ａ） 百万円 ４４，０００ ２，９００ ２，８００ １，５００

今回修正予想（Ｂ） 百万円 ４７，３６９ ３，７１１ ３，７１７ １，９７６

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 ３，３６９ ８１１ ９１７ ４７６

増  減  率 ％ ７．７ ２８．０ ３２．８ ３１．７

ご参考：前中間期(H18.9)実績 百万円 ３９，９８２ △   ７６ △   ６７ △  ４１７

 

 

  ２．単体業績予想の修正について 

     平成１９年９月中間期（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 

 単  位 売   上   高 営 業 利  益 経  常  利  益 中 間 純 利 益

前 回 発 表（Ａ） 百万円 ３４，５００ １，８００ １，７００ ９００

今回修正予想（Ｂ） 百万円 ３４，８６３ ２，８５７ ２，８２８ １，６５０

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 ３６３ １，０５７ １，１２８ ７５０

増  減  率 ％ １．１ ５８．７ ６６．４  ８３．３

ご参考：前中間期(H18.9)実績 百万円 ３０，３４６ △１，２０１ △１，１８１ △１，１３６

 

平成２０年３月通期（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

 単  位 売   上   高 営 業 利  益 経  常  利  益 当 期 純 利 益

前 回 発 表（Ａ） 百万円 ８４，０００ ５，８００ ５，７００ ３，２００

今回修正予想（Ｂ） 百万円 ８５，０００ ７，８００ ７，８００ ４，３００

増  減  額（Ｂ）－（Ａ） 百万円 １，０００ ２，０００ ２，１００ １，１００

増  減  率 ％ １．２ ３４．５ ３６．８ ３４．４

ご参考：前期(H19.3)実績 百万円 ７３，５９４ ２，９９５ ２，９７５ １，８４９

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３．修正の理由 
 

中間期業績予想修正の主たる理由は、連結財務諸表提出会社（当社）の業績予想の上方修正であります。 
当社の売上高におきましては、当中間期売上船の未ヘッジ外貨は１米ドル当たり１１０円を前提として

おりましたが、円安傾向が続いたこと等により期初計画を上回ったものの、鉄構事業および環境システム

事業において受注・完工共に低調に推移したことにより、若干の増加にとどまりました。 
一方、営業利益、経常利益につきましては、船舶事業において上述の売上高の増加に加え、下半期売上

予定船の一部を対象とする受注工事損失引当金が円安により減少したこと、全社一丸となったコスト削減

運動、第一次大型設備投資による増産設備の効率向上等により製造原価を削減することができたことによ

り大きく改善することができました。 
その結果、中間純利益におきましても経常利益の増加に伴い期初計画の大幅な改善となりました。 

 
通期業績予想（単体）の修正につきましては、中間期業績予想の修正に加え、下半期も売上予定船につ

いて未ヘッジ外貨の為替予約を期初計画より円安で実行できたことや製造原価の削減が期待できることに

よるものであります。 
通期業績予想（連結）につきましては、子会社事業構造改革の費用発生や影響、函館どつく株式会社の

連結子会社化の影響等が見込まれるため、既報値のまま据え置きといたしました。 
なお、函館どつく株式会社の連結子会社化による影響は現時点で予測可能な限り織り込んでおりますが

未確定事由もあり、業績予想の変動が生じた場合は速やかに別途発表いたします。 
 

なお、本公表時において下半期に竣工引渡しを予定する船舶の売上に係る未ヘッジ外貨は３５百万米ド

ルであり、１米ドル当たり１１０円を前提としております。 
 

 上記予想は本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであり、経済情勢・為
替相場変動によるリスク等不確定要因により、実際の業績は記載の予想数値と異なる可能性があります。 
 

以 上 


